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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第70期

第２四半期累計期間
第71期

第２四半期累計期間
第70期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 11,364,542 12,287,253 23,700,496

経常利益 (千円) 412,233 494,754 903,605

四半期(当期)純利益 (千円) 230,044 264,950 473,240

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,848,846 1,848,846 1,848,846

発行済株式総数 (株) 22,558,063 22,558,063 22,558,063

純資産額 (千円) 11,079,723 11,348,251 11,394,175

総資産額 (千円) 18,800,256 19,679,584 19,790,105

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 10.26 11.82 21.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 9.00

自己資本比率 (％) 58.9 57.7 57.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 164,956 △146,886 773,920

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △126,178 △222,212 △616,327

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △168,568 △216,622 △181,374

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,087,661 3,607,950 4,193,671

　

回次
第70期

第２四半期会計期間
第71期

第２四半期会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 5.85 6.69

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」に

ついては、記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の
内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、財政状態、経営成績の異常な変動等又は、前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響や米国や欧州の財政不安による世
界的な景気の停滞、急激な円高の進行等により、景気の先行きは不透明な状況が続いております。
  このような状況下にあって、当第２四半期累計期間の当社の売上高は、122億8千7百万円と前年同四半
期比8.1％増加し、営業利益につきましても4億6千3百万円と前年同四半期比18.9％増加いたしました。
　経常利益は4億9千4百万円と前年同四半期比20.0％、四半期純利益は2億6千4百万円と前年同四半期比
15.2％それぞれ増加いたしました。
  セグメント別の売上高、営業利益につきましては、特殊帯鋼、普通鋼等の鋼材を販売しております商事
部門では、売上高は78億7千4百万円と前年同四半期比9.7％増加し、セグメント利益（営業利益）につき
ましても3億5千5百万円と前年同四半期比12.4％増加いたしました。
  焼入鋼帯、鈑金加工品を製造販売しております焼入鋼帯部門、鈑金加工品部門では、焼入鋼帯部門につ
きましては、売上高は9億5千9百万円と前年同四半期比11.6％増加し、セグメント利益（営業利益）につ
きましても1億5千万円と前年同四半期比42.1％増加いたしました。鈑金加工品部門につきましても、売上
高は34億5千3百万円と前年同四半期比3.8％増加し、セグメント利益（営業利益）につきましても3億7千
万円と前年同四半期比1.9％増加いたしました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末より5億8千5百万円減少し、36
億7百万円となりました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は以下のと
おりであります。
　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における営業活動におけるキャッシュ・フローは、税引前四半期純利益を4億
9千1百万円、非資金項目である減価償却費を2億3千2百万円計上したほか、売上債権の増加6億6千万円、
たな卸資産の減少1億1千3百万円、未収消費税等の減少6千5百万円、法人税等の支払い4億1千万円等に
より、1億4千6百万円の資金減少（前年同四半期は1億6千4百万円の資金増加）となりました。
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における投資活動におけるキャッシュ・フローは、固定資産の取得1億5千9百
万円、関係会社株式の取得5千4百万円等により、2億2千2百万円の資金減少（前年同四半期は1億2千6百
万円の資金減少）となりました。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における財務活動におけるキャッシュ・フローは、配当金の支払2億円等によ
り、2億1千6百万円の資金減少（前年同四半期は1億6千8百万円の資金減少）となりました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及
び新たに生じた課題はありません。
なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内
容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。
　

株式会社の支配に関する基本方針

①基本方針の内容

当社は、昭和18年５月に創業以来、特殊帯鋼（みがき特殊帯鋼、熱間圧延鋼帯、ステンレス鋼帯）、普
通鋼等を主とした鋼材の販売をする商事部門と、特殊帯鋼を主原料とする焼入鋼帯（ベーナイト鋼帯
を含む。）および、鈑金加工品（コードリール、ゼンマイを含む。）の生産をする製造部門を中心として
事業展開をしております。
　現在当社は、『会社の繁栄は従業員の幸福につながり社会に貢献することにある』を経営理念とし、
『持続的に成長する会社つくり』を経営方針としております。当社は、この理念に基づき、短期的な収
益の確保のみならず、中長期的な視野に立って、当社の従業員、取引先の皆様、お客様その他の当社に係
る利害関係者を含んだ当社の本源的価値および株主様共同の利益を継続的に維持・向上させていくこ
とが必要であると考えております。

②基本方針実現のための取組み

○当社の財産の有効な活用、適切な企業グループの形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組

み

当社および当社グループ会社は、透明で公正な企業活動による持続的に成長する会社つくりをめ
ざして、特殊帯鋼の専門商社および焼入鋼帯・鈑金加工品のメーカーとして、特殊帯鋼の市場占有率
の向上を図るとともに、特殊帯鋼の特性を熟知した加工技術をもつ強みを活かした安全な製品を自
動車のエンジン・ミッション、農業機械、住環境機器などの広範な市場に安定的に提供しておりま
す。
　また、価値提案企業として、特殊帯鋼の加工性情報を活用した販売に努め、広幅焼入鋼帯のさらなる
市場創造と、自動車エンジン・ミッション分野への転造工法等の加工技術を核としたアッセンブリ
製品の展開、農業機械分野へのモジュール製品などの複合製品の展開をそれぞれ推進するとともに、
自社ブランド製品の開発に努めております。
　また、当社は、企業の社会的責任を果たし、株主の皆様、顧客の皆様、ユーザーの皆様、取引先の皆様、
従業員などさまざまなステークホルダーから信頼されることが、事業活動において不可欠と考えて
おります。また、コーポレート・ガバナンスの充実・強化が経営上の重要課題であると認識し、公正
かつ透明性のある経営基盤の強化を図り、的確な意思決定と迅速な業務執行を行うよう努めており
ます。

○基本方針に照らして不適切な者によって当社が支配されることを防止するための取組み

当社は、平成20年５月13日開催の取締役会において、平成20年６月25日開催の第67期事業年度に係
る定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、「当社株券等の大規模買付行為に関する対
応方針（買収防衛策）」（以下、「旧プラン」といいます。）を導入する事を決議し、平成20年６月
25日開催の定時株主総会でご承認をいただきました。
　その後、当社は、社会経済情勢の変化、買収防衛策をめぐる議論の進展等を踏まえ、当社の企業価値
ひいては株主の皆様の共同の利益をよりいっそう確保し、またはこれを向上させるための取組みと
して、旧プランの内容について引き続き検討を進めてまいりました。
　その結果、当社は、平成23年５月13日開催の取締役会において、平成23年６月24日開催の第70回定時
株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、旧プランの一部を変更した上で継続することを決
議し(以下、変更後の買収防衛策を「本プラン」といいます。)、平成23年６月24日開催の定時株主総
会でご承認をいただきました。
　本プランでは、当社の株券等を20％以上取得しようとする者（大規模買付者）が現れた場合に、大
規模買付者が本プランに定める要件（必要情報及び検討期間）を満たさない場合、また、要件を満た
す場合であっても当該大規模買付行為が、当社の企業価値および株主様共同の利益の確保・向上に
反し、対抗措置を採ることが相当と認められる場合には、当社取締役会は、当社株主の皆様の利益を
守るために、対抗措置を採ることがあります。
　当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置は、新株予約権無償割当て等、
会社法その他の法令および当社の定款により認められる措置といたします。
　具体的に如何なる手段を講じるかについては、独立委員会の勧告を最大限尊重して、その時点で最
も適切と当社取締役会が判断したものを選択することといたします。
　本プランの有効期間は、平成26年６月30日までに開催される第73回定時株主総会の終了の時までで
あります。
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③具体的な取組みに対する取締役会の判断及びその理由

当社取締役会は、これらの取組みが基本方針に沿うものであり、株主様共同の利益を損なうもので
はなく、会社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。
　本プランは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現
に当社の経営を担っている当社取締役の意見を当社株主の皆様に提供し、さらには、当社株主の皆様
が代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としております。これにより当社株主の皆様は
十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、
そのことが当社の企業価値および株主様共同の利益の確保・向上に繋がるものと考えております。
　同時に本プランは、本プランの発動等に際しての社外者からなる独立委員会の設置や合理的な客観
的発動要件を設定しており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保して
おります。

④コーポレート・ガバナンスの強化について

当社は、企業の社会的責任を果たし、株主の皆様、顧客の皆様、ユーザーの皆様、取引先の皆様、従業員
などさまざまなステークホルダーから信頼されることが、事業活動において不可欠と考えております。
また、コーポレート・ガバナンスの充実・強化が経営上の重要課題であると認識し、公正かつ透明性の
ある経営基盤の強化を図り、的確な意思決定と迅速な業務執行を行うよう努めております。

(1) コーポレート・ガバナンス体制の強化

当社は概ね１ヶ月に１～２回の常務会、経営会議において各部門の管掌役員が集まり、各部門の運
営上の説明を行い、経営上の諸問題の審議および内容の具体化など、経営執行上の意思決定を迅速に
行っております。
　当社の取締役会は現在10名で構成されております。取締役会は月１回の定例取締役会のほか、必要
に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事項の決定や業務執行の状況を逐次監
督しております。また、変化の激しい経営環境に機敏に対応するために取締役の任期を１年としてお
ります。
　さらに、取締役会から独立した監査役会を設置しており、財務監査は当然のこととして、コンプライ
アンス、リスク管理、業務監査の各視点から監査を行っております。

(2) コンプライアンス体制の強化

当社は、企業倫理要綱を設けるとともに従業員からの通報、相談を受け付けるヘルプラインを設置
するなど、経営倫理委員会が中心となってコンプライアンス、リスク管理を含む企業倫理の啓蒙とそ
の徹底に努めております。

(3) リスク管理体制の強化

当社は、リスクマネジメント委員会（平成19年４月設置）がリスクの評価、優先順位などを総括的
に管理いたしております。
　また、内部監査部を設置し、経営の合理化および能率の増進を目的とし業務および会計の監査を行
うほか、リスク管理の視点からも監査を行っております。

　

(4) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、41,601千円であります。なお、当第２四半期累
計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5) 従業員数

当第２四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

　

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

　

(7) 主要な設備

当第２四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計
画の著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,558,06322,558,063
大阪証券取引所市場

第一部
単元株式数　100株

計 22,558,06322,558,063― ―

(注)  平成23年５月30日開催の取締役会決議により、１単位の株式数を1,000株から100株に変更しております。なお、実

施日は平成23年８月１日であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年７月１日～
平成23年９月30日

― 22,558,063 ― 1,848,846 ― 1,469,608
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(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内３-４-１ 2,244 9.95

株式会社メタルワン 東京都港区芝３-23-１ 1,992 8.83

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１-６-６ 1,310 5.81

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２-７-１ 1,110 4.92

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１-１-５ 1,110 4.92

株式会社近畿大阪銀行 大阪市中央区城見１-４-27 960 4.26

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２-４-６ 927 4.11

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀１-２-１ 600 2.66

森　　　文　子 大阪府柏原市 492 2.18

森　　　浩　之 大阪府東大阪市 466 2.07

計 ― 11,214 49.72

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 150,400

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

22,380,700
223,807 ―

単元未満株式(注)
普通株式

26,963
― ―

発行済株式総数 22,558,063― ―

総株主の議決権 ― 223,807 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
モリテックスチール株式会社

大阪市中央区谷町
六丁目18番31号

150,400 ― 150,400 0.67

計 ― 150,400 ― 150,400 0.67

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役
(宇都宮事業部長、技術本部・品
質保証部・環境管理部総括、三
重大山田工場管掌)

専務取締役
(技術本部・品質保証部・環境
管理部総括、三重大山田工場・
宇都宮工場管掌)

永　見　研　二 平成23年７月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成23年７月1日から

平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、協立監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみ

て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度

に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,193,671 3,607,950

受取手形及び売掛金 7,092,195 7,752,958

商品及び製品 1,929,957 1,847,775

仕掛品 324,689 303,608

原材料及び貯蔵品 303,397 293,123

その他 282,661 304,633

貸倒引当金 △3,500 △3,876

流動資産合計 14,123,073 14,106,173

固定資産

有形固定資産 3,148,991 3,116,405

無形固定資産 46,285 51,379

投資その他の資産

投資有価証券 1,320,582 1,145,149

その他 1,164,581 1,273,886

貸倒引当金 △13,410 △13,410

投資その他の資産合計 2,471,754 2,405,625

固定資産合計 5,667,031 5,573,410

資産合計 19,790,105 19,679,584
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,045,729 6,088,138

短期借入金 400,000 400,000

未払法人税等 416,534 230,257

未払消費税等 16,025 32,114

賞与引当金 185,000 200,000

役員賞与引当金 40,000 20,000

その他 406,395 450,883

流動負債合計 7,509,684 7,421,394

固定負債

退職給付引当金 592,838 590,736

役員退職慰労引当金 242,133 264,609

その他 51,274 54,592

固定負債合計 886,245 909,939

負債合計 8,395,930 8,331,333

純資産の部

株主資本

資本金 1,848,846 1,848,846

資本剰余金 1,469,608 1,469,608

利益剰余金 7,862,111 7,925,371

自己株式 △39,312 △40,063

株主資本合計 11,141,253 11,203,763

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 252,921 144,487

評価・換算差額等合計 252,921 144,487

純資産合計 11,394,175 11,348,251

負債純資産合計 19,790,105 19,679,584
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 11,364,542 12,287,253

売上原価 9,846,406 10,709,627

売上総利益 1,518,136 1,577,626

販売費及び一般管理費 ※１
 1,128,655

※１
 1,114,368

営業利益 389,480 463,257

営業外収益

受取利息及び配当金 13,667 16,329

その他 10,905 16,952

営業外収益合計 24,572 33,282

営業外費用

支払利息 1,820 1,777

その他 － 9

営業外費用合計 1,820 1,786

経常利益 412,233 494,754

特別利益

固定資産売却益 － 479

投資有価証券割当益 2,832 －

特別利益合計 2,832 479

特別損失

前期損益修正損 3,650 －

ゴルフ会員権売却損 － 1,000

固定資産除却損 1,043 2,961

特別損失合計 4,693 3,961

税引前四半期純利益 410,372 491,271

法人税等 180,327 226,321

四半期純利益 230,044 264,950
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 410,372 491,271

減価償却費 271,727 232,449

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,660 376

賞与引当金の増減額（△は減少） 30,000 15,000

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,000 △20,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △18,818 △2,101

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 33,899 22,476

受取利息及び受取配当金 △13,667 △16,329

支払利息 1,820 1,777

固定資産売却損益（△は益） － △479

固定資産除却損 1,043 2,961

投資有価証券割当益 △2,800 －

売上債権の増減額（△は増加） △400,882 △660,762

たな卸資産の増減額（△は増加） △324,037 113,537

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － 1,000

未収消費税等の増減額（△は増加） － 65,951

その他の流動資産の増減額（△は増加） △30,696 △66,829

仕入債務の増減額（△は減少） 356,350 42,409

未払消費税等の増減額（△は減少） △162,431 16,088

その他の流動負債の増減額（△は減少） 14,439 10,287

その他 △343 －

小計 167,637 249,085

利息及び配当金の受取額 13,667 16,329

利息の支払額 △1,803 △1,780

法人税等の支払額 △16,800 △410,661

法人税等の還付額 2,255 140

営業活動によるキャッシュ・フロー 164,956 △146,886

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △56,148 △159,175

固定資産の売却による収入 － 1,959

投資有価証券の取得による支出 △4,456 △4,945

ゴルフ会員権の取得による支出 － △9,100

ゴルフ会員権の売却による収入 － 11,000

関係会社出資金の払込による支出 △55,764 －

関係会社株式の取得による支出 － △54,583

貸付けによる支出 △5,250 △2,200

貸付金の回収による収入 2,749 3,287

その他 △7,308 △8,454

投資活動によるキャッシュ・フロー △126,178 △222,212

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △11,315 △15,007

自己株式の取得による支出 △206 △750

配当金の支払額 △157,045 △200,864

財務活動によるキャッシュ・フロー △168,568 △216,622

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △129,791 △585,721

現金及び現金同等物の期首残高 4,217,452 4,193,671

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 4,087,661

※１
 3,607,950
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期会計期間(自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日)

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

       該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

1．税金費用の計算 税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益及びこれに対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効

税率を乗じて計算しております。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表

示しております。

　

【追加情報】

当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

該当事項はありません。

　

(四半期損益計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運賃保管料 283,480千円

役員報酬・給料手当 295,308

賞与引当金繰入額 65,336

役員賞与引当金繰入額 20,000

退職給付費用 15,146

役員退職慰労引当金繰入額 33,899

福利厚生費 77,548

賃借料及び使用料 40,196

減価償却費 20,354

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運賃保管料 270,766千円

役員報酬・給料手当 313,478

賞与引当金繰入額 71,592

役員賞与引当金繰入額 20,000

退職給付費用 14,860

役員退職慰労引当金繰入額 22,476

福利厚生費 81,954

賃借料及び使用料 38,584

減価償却費 21,814

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,087,661千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 4,087,661千円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,607,950千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 3,607,950千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 156,881 7.00平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第２四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 201,689 9.00平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期累計期間(自 平成22年４月１日　至 平成22年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　 報告セグメント
合計

　 商事部門 焼入鋼帯部門 鈑金加工品部門

売上高 　 　 　 　
　外部顧客への売上高 7,179,716859,3273,325,49811,364,542

　セグメント間の内部売上高又は振替高 804,424 83,365 3,236 891,026

計 7,984,140942,6933,328,73412,255,568

セグメント利益 316,463 105,717 363,750 785,930

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項)

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 785,930

全社費用 (注） △ 396,449

四半期損益計算書の営業利益 389,480

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

Ⅱ  当第２四半期累計期間(自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　 報告セグメント
合計

　 商事部門 焼入鋼帯部門 鈑金加工品部門

売上高 　 　 　 　
　外部顧客への売上高 7,874,737959,3153,453,20012,287,253

　セグメント間の内部売上高又は振替高 822,163 82,291 5,928 910,383

計 8,696,9001,041,6063,459,12913,197,637

セグメント利益 355,669 150,199 370,814 876,683

　

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項)

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 876,683

全社費用 (注） △ 413,425

四半期損益計算書の営業利益 463,257

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 10円26銭 11円82銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(千円) 230,044 264,950

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 230,044 264,950

    普通株式の期中平均株式数(株) 22,411,038 22,408,367

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

モリテックスチール株式会社(E01411)

四半期報告書

16/18



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月11日

モリテック スチール株式会社

取締役会  御中

協立監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    朝　　田　　   潔 　　 印

　
業務執行社員 　 公認会計士    公　　江　　正　　典   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモリ
テック スチール株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第71期事業年度の第２四半期会

計期間(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成
23年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッ
シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、モリテック スチール株式会社の平成23年９月30日現在
の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適
正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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